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介護保険制度の改善についての陳情書 

【趣旨】 

日頃から住民のくらし福祉の向上にご尽力いただき、ありがとうございます。 

さて、新型コロナ「第７波」の新規感染は、これまでに経験したことのない爆発的な拡大が

起こっており、国民は感染への不安や経済の落ち込み、行動自粛や生活困窮など深刻な事

態となっています。さらに、昨今の物価高騰は、「年金は下がり」「賃金が上がらない」日本の

国民生活に追い打ちをかけています。 

また、ロシアの国連憲章違反のウクライナ侵攻後、残虐な戦争行為の中止、紛争解決は憲

法９条に基づく平和外交で解決を求める世論が広まっています、 

しかし、６月７日閣議決定された２０２２年「経済財政運営と改革の基本方針」（骨太の方針）

は、物価上昇や企業成長を重視するアベノミクスを踏襲した上、更に５年以内の防衛予算倍

増を念頭に「防衛力を抜本的に強化する」方針を打ち出しました。国民が切実に求める賃金

増ではなく、資産所得倍増として国民の預貯金を元本割れリスクをはらむ資産運用などに投

げ込むよう促しています。 

医療・社会保障についても、病床削減推進法、高齢者の医療費窓口負担２倍化等様々な

負担増を盛り込んだ「改革工程表」を継承し、長引く新型コロナウイルス感染症拡大の下、医

療・社会保障の脆さが露呈していますが、医療・社会保障抑制を続ける方針です。防衛費増

加と社会保障予算の縮小で国民には多大は負担増となり、国民生活の改善・向上には繋が

りません。 

東三河広域連合におかれましては、住民生活の実態と要望から対策を講じていただきま

すよう、以下の要望事項を提出いたします。 

【陳情項目】 

安心できる介護保障 

（１）介護保険料・利用料など

①第９期介護保険事業計画を待たずに、介護保険料を引き下げてください。また、保険料

段階を多段階に設定し、低所得段階の倍率を低く抑え、応能負担を強めてください。とり

わけ、第１段階・第２段階は免除してください。

→ 第８期事業計画期間においても国標準９段階を１２段階へ多段階化し、応能負

担を行っています。また、介護保険制度は、行政と、４０歳以上の国民が皆で助け

合う制度であるため、収入や所得に応じた応能負担が必要となります。
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②新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が減少した世帯の保険料減免制度は、前

年所得ゼロまたはマイナスの世帯も減免対象としてください。また、収入減少を理由とし

た既存の減免制度の要件を、コロナ特例減免の収入要件を参考に拡充してください。 

→ 介護保険料は前年所得等を基に保険料段階が決まりますので、前年所得がゼロ

またはマイナスの場合は保険料段階が下がるため負担軽減が図られていると考え

ます。また、既存の減免制度の要件については、コロナ特例減免については国か

らの補助があるため実施できていますが、既存の減免制度の要件を拡充した場合

における保険料収入減に対し介護保険事業運営への影響について考慮する必要が

あります。 

③介護保険料の減免制度を実施・拡充してください。 

→ 社会情勢等を鑑みて、引き続き検討を進めます。 

④介護利用料の低所得者への減免制度を実施・拡充してください。 

→ 介護保険制度で定める軽減制度の実施などにより、低所得者の利用者負担軽減

に取り組んでいます。 

⑤施設入所時の食費、居住費の自治体独自の補助制度を創設してください。 

→ 現時点で、広域連合独自の補助制度の創設は予定しておりません。 

（２）介護保険サービス 

①訪問介護「生活援助」の回数制限はしないでください。 

→ 介護保険制度で定める範囲で、適切に対応しています。 

②総合事業の現行相当サービスが必要な人には継続した利用ができるようにしてください。 

→ 利用者の状態と多様な生活支援サービスの内容とを総合的に考慮して、現行相

当サービスが必要な方へは当該サービスを提供しています。 

③福祉用具の貸与は、「例外給付」の仕組みを活用し、要介護度にかかわらずケアマネジ

ャーの判断で利用できるよう手続きを簡単にしてください。 

→ 介護保険制度で定める手続きに従い、適切に対応しています。 

④多くの高齢者が参加できるよう「介護予防・日常生活支援総合事業」を充実させてくださ

い。その際、総合事業を含め、自治体の一般財源を投入して、必要な事業費を確保して

ください。 
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（３）基盤整備 

①特別養護老人ホームや小規模多機能施設等、福祉系サービスを大幅に増やし、待機者

を早急に解消してください。 

→ 介護保険施設等については、サービスの需給などを検討し策定した第８期介護

保険事業計画に基づき計画的に整備します。 

②特別養護老人ホームに要介護１・２の方が入所できる「特例入所」について、広報を積極

的に行い、入所希望者に対して適用してください。 

→ ホームページに入所指針や様式を掲載し、意見照会があったものについて適切

に対応しています。 

（４）介護人材確保 

①介護職員の処遇改善のための自治体独自の施策を、利用者負担を増やさない形で実

施してください。 

→ 現時点で、広域連合としての介護職員処遇改善の施策は予定しておりません。 

②利用者にとって危険であり、労働者も休憩が取れず労基法違反の状態である一人

夜勤を放置せず、必ず複数配置できるよう国に要望し、自治体でも財政支援を行ってく



 

ださい。８時間以上の長時間労働を是正してください。 

→ 現時点で、広域連合として１人夜勤の禁止は予定しておりません。人員配置に

ついては、介護保険法に基づき適切に配置を行うよう指導しております。 

 

以上 


